
1.

2.

引当金の計上基準

リース取引の処理方法

消費税等の会計処理

3.

4.

0

57,600,000

13,376,000

128,628,775

6,244,500

0

0

0 561,000

0

公益資産取得等準備資金

役員退職慰労引当資産

117,383,480

5,158,500

退職給付引当資産

特定資産

13,376,000

11,245,295

1,086,000

公益施設整備等準備資金 57,600,000

0

資産取得等準備資金 0 561,000

小　　　計

基本財産引当資産 100,000,000

100,000,000

基本財産

該当事項はない。

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科　　　　　目 前期末残高 当期減少額当期増加額 当期末残高

100,000,000

100,000,000

0

0

0

0

（単位： 円）

(3)

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、原則として、通常の売買契約に係る方法に準じた会

計処理によっている。ただし、リース料総額が300万円以下の少額リース取引については、オペレーティン

(4)

税込方式によっている。

会計方針の変更

(2)

役員退職慰労引当金・・・・・ 役員の退職慰労金の支給に備えるため、常勤役員退職手当規程に基づく

期末要支給額を計上している。

退職給付引当金・・・・・・・・・ 職員の退職給付の支給に備えるため、期末退職給付の要支給額に相当す

る金額を計上している。退職給付債務の計算に当たっては、確定給付型退

職一時金制度に基づく自己都合要支給額を基礎としている。

賞与引当金・・・・・・・・・・・・・ 支給見込額のうち当該会計年度に帰属する金額を計上している。

グ・リース取引の会計処理に準じて注記を省略している。

建物附属設備・・・・・・・・・・・ 定額法によっている。

什器備品・・・・・・・・・・・・・・・ 旧定額法及び平成19年4月1日以降取得資産については、定額法によって

いる。

リース資産・・・・・・・・・・・・・・ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　財 務 諸 表 に 対 す る 注 記　

継続事業の前提に関する注記

該当事項はない。

(1) 固定資産の減価償却の方法

重要な会計方針
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5.

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

6.

該当事項はない。

7.

8.

9.

0

施設整備等準備資金 2,400,000 0 2,400,000 0

2,400,0000

基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科　　　　　目 当期末残高

該当事項はない。

保証債務等の偶発債務

該当事項はない。

合　　　計 55,578,135 26,989,594 28,588,541

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

リース資産 4,025,780 3,690,298 335,482

保証金 18,720,000 0 18,720,000

建物附属設備 9,747,332 5,751,953 3,995,379

什器備品 23,085,023 17,547,343 5,537,680

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位： 円）

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

合　　　計 458,810,275 100,000,000 223,937,000 134,873,275

担保に供している資産

小　　　計 358,810,275 0 223,937,000

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

134,873,275

0 150,000,000

退職給付引当資産 128,628,775 0 0

役員退職慰労引当資産 6,244,500 0 0

公益資産取得等準備資金 13,376,000 0 13,376,000

公益施設整備等準備資金

資産取得等準備資金 561,000 0 561,000

（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応する
額）

合　　　計 542,541,980 26,268,295 458,810,275110,000,000

（単位： 円）

小　　　計

評価事業充実資金

442,541,980 26,268,295 358,810,275110,000,000

260,000,000 0 110,000,000 150,000,000

0施設整備等準備資金 2,400,000

0

0

0

6,244,500

128,628,775

57,600,000 0 57,600,000

評価事業充実資金 150,000,000

0小　　　計 100,000,000 100,000,000 0

特定資産

基本財産

基本財産引当資産 100,000,000 100,000,000 0 0
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10.

11.

12. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

13.

14.

15.

16.

引当金の明細

リース取引関係

所有権移転外ファイナンス・リース取引

関連当事者との取引の内容

合　　　計 275,001

法人全体で使用する複合機（1台）である。

経常収益への振替額

基本財産運用益 275,001

リース取引関係

該当事項はない。

該当事項はない。

（単位： 円）

科　　　　　目 前期末残高 当期増加額
当期減少額

当期末残高
目的使用 その他

その他

重要な後発事象

(1)

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位： 円）

内　　　　容 金　額

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当事項はない。

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

該当事項はない。

①リース資産の内容

117,383,480 11,245,295 128,628,775

役員退職慰労引当金 5,158,500 1,086,000 0 0 6,244,500

（注） 　役員及び職員の退職金のうち引当設定額以外の金額は、役員については役員退職慰労引当金

繰入額として、職員については退職給付費用として計上している。

賞与引当金 11,436,000 13,247,576 11,436,000 0

主として複合機等の什器備品である。

重要な会計方針「(1)固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりである。

②リース資産の減価償却の方法

13,247,576

退職給付引当金 0 0

(2)

その他固定資産
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資産除去債務関連

資産除去債務の概要

いるが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来事務所を移転する予定もないこと

から、資産除去債務を合理的に見積ることができない。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上

(3)

　当法人は、事務所の不動産賃借契約に基づき事務所の退去時における原状回復に係る債務を有して

していない。
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